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報第21号 専決処分の報告について 

令和２年３月23日議第35号をもって議決を経た（仮称）多治見市食育センター建設工事建

築工事に係るＴＳＵＣＨＩＹＡ・新興特定建設工事共同企業体との工事請負契約の一部につ

いて、令和３年６月15日、次のように変更した。 

変更点 

１ 契約金額 〔変更後〕一金 1,020,737,300円 

       〔変更前〕一金 1,012,000,000円 

２ 主な変更理由 

  施工に当たり、次のとおり工事の変更、仕様変更及び追加があったため。 

 (１) 地盤改良の増額変更 

   柱状杭：約100万円 発生残土処分：約30万円 

(２) 建具の仕様変更及び追加 

約240万円  

(３) 業務用洗濯機の仕様変更及びガス乾燥機の追加 

約370万円 

 

報第22号 専決処分の報告について 

令和３年５月20日午前９時10分頃、市内平和町４丁目地内の診療所において、本市職員

（南消防署所属）２名が、転院搬送の救急活動のため、院内からストレッチャーで傷病者を

搬出する際、玄関の自動ドア枠にストレッチャーを接触させ、同枠を破損させ、損害を与え

た。 

これに対する損害賠償額を令和３年６月１日、31,680円と定めた。 

〔過失割合：市側100％、相手側０％〕 

 

報第23号 専決処分の報告について 

令和３年３月23日午後０時35分頃、本町５丁目陶都創造館前の信号機のない交差点におい

て、本市職員（高齢福祉課所属）の運転する公用車が、南側から左折しようとしたところ、

西側から右折しようとした普通自動車と衝突し、同車両右フロントフェンダー、右フロント

ドアパネル等を破損させ、損害を与えた。 

これに対する損害賠償額を令和３年６月14日、305,340円と定めた。 

〔過失割合：市側50％、相手側50％〕 

 



2 

報第26号 令和２年度決算に基づく健全化判断比率の報告について 
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報第27号 令和２年度多治見市財政向上指針の実施状況の報告について 

令和２年度多治見市財政向上指針の実施状況の報告について

１　収入の増加及び支出の抑制

諸納付金の収納率

経常経費（普通会計）

２　市債残高（一般会計負担分）の上限

市債残高

一般会計

駐車場事業特別会計

水道事業会計

下水道事業会計

農業集落排水事業会計

病院事業会計

※端数処理のため、合計額等が合わない場合があります。

※令和元年度末に、多治見駅北土地区画整理事業特別会計は事業終了で廃止となり、市債残高は一般会計に引き継ぎました。

３　基金の適正な管理

（１）　財政調整基金の可処分額を18億円以上確保します。

財政調整基金の可処分額

財政調整基金残高 A

災害復旧経費留保分 B

リスク引当金 C

可処分額    （A－B－C）

※端数処理のため、可処分額等が合わない場合があります。

40.5億円 36.2億円 △ 4.3億円

9.0億円 11.0億円 2.0億円

2.0億円 2.9億円 0.9億円

3.2億円

区分 R元年度① R２年度② ②－①

51.5億円 50.1億円 △ 1.4億円

合　　計 428.6億円 434.7億円 6.1億円 538.6億円 541.8億円

19.8億円 19.3億円 △ 0.5億円 39.7億円 38.7億円 △ 1.0億円

0.6億円 0.5億円 △ 0.1億円 0.6億円 0.5億円 △ 0.1億円

81.1億円 78.5億円 △ 2.6億円 162.2億円 157.0億円 △ 5.2億円

1.4億円 1.6億円 0.2億円 7.1億円 7.8億円 0.7億円

－ 3.3億円 3.0億円 △ 0.3億円

△ 20.6億円多治見駅北土地区画整理事業特別会計 20.6億円  廃止（一般会計へ） △ 20.6億円 20.6億円  廃止（一般会計へ）

305.1億円 334.8億円 29.7億円 305.1億円 334.8億円 29.7億円

　一般会計の市債残高並びに特別会計及び企業会計の市債残高のうち、令和５年度までに一般会計で負担すべき残高の合計を470億円、市債
の実残高を590億円以内とします。

会計名
（１）　一般会計負担分 （２）　実残高

R元年度① R２年度② ②－① R元年度① R２年度② ②－①

歳出額 271.0億円 274.4億円 3.4億円

歳出構成比 69.7% 53.3% △ 16.4%

32.52% 29.41%

諸納付金合計
（市税を含む）

現年課税分
目標 98.90% 98.75% △ 0.15%

△ 3.11%

区分 R元年度① R２年度② ②－①

実績 98.91% 98.67% △ 0.24%

滞納繰越分
目標 27.90% 28.20% 0.30%

実績

①収入の増加
   債権管理計画で定める収納率を達成、企業誘致による税収増、使用料・手数料等の見直し及び市有財産の一層の
有効活用により財源の確保に努めます。
②支出の抑制
   公共施設のランニングコスト軽減、行政改革の実施による経常経費の抑制に努めます。

区分 R元年度① R２年度② ②－①

市　税

現年課税分
目標 98.70% 98.90% 0.20%

実績 98.97% 98.61% △ 0.36%

滞納繰越分
目標 30.00% 30.00% 0.00%

実績 35.62% 33.27% △ 2.35%
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（２）　市債償還対策基金（合併特例債分を除く）は、令和５年度末残高を10億円以上確保します。

市債償還対策基金（合併特例債分を除く） ※端数処理のため、残高が合わない場合があります（以下の基金も同様）。

（３）　職員退職手当基金は、令和５年度末残高を20億円以上確保します。

職員退職手当基金

（４）　庁舎建設基金は、令和４年度末残高を20億円以上確保します。

庁舎建設基金

（５）　地域振興基金の年間処分額は、上限１億円とします。

地域振興基金

H28年度 2.9億円 0.0億円 5.2億円

年度 積立額 取崩額 残高

R元年度 1.1億円 0.0億円 7.5億円

R２年度 1.1億円 0.0億円 8.6億円

H29年度 1.1億円 0.0億円 6.3億円

H30年度 0.1億円 0.0億円 6.4億円

年度 積立額 取崩額 残高

H30年度 0.0億円 0.0億円 20.0億円

R元年度 0.1億円 0.0億円 20.1億円

H28年度 1.7億円 0.3億円 19.9億円

H29年度 0.1億円 0.0億円 20.0億円

H28年度 2.0億円 0.0億円 14.1億円

R２年度 0.1億円 0.0億円 20.2億円

年度 積立額 取崩額 残高

R元年度 2.0億円 0.0億円 19.1億円

R２年度 1.0億円 0.0億円 20.2億円

H29年度 2.0億円 0.0億円 16.1億円

H30年度 1.0億円 0.0億円 17.1億円

R２年度 0.0億円 0.8億円 17.1億円

年度 積立額 取崩額 残高

H30年度 0.0億円 0.8億円 18.7億円

0.0億円 0.9億円 17.9億円R元年度
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議第65号 多治見市手数料条例の一部を改正するについて 

 １ 改正趣旨及び内容 

   行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の一部改正

（令和３年法律第37号）に伴い、個人番号カードの再交付手数料の規定を削除する（別表

関係）。 

 ２ 施行日 

   令和３年９月１日 

 

議第66号 多治見市個人情報保護条例及び多治見市行政手続における特定の個人を識別するた

めの番号の利用等に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条

例の一部を改正するについて 

 １ 改正趣旨及び内容 

    行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の一部改正

（令和３年法律第36号・令和３年法律第37号）に伴い、次の条例について、引用箇所の号

ずれに対応するほか所要の改正を行う。 

(１) 多治見市個人情報保護条例（第１条） 

(２) 多治見市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例（第２条） 

 ２ 施行日 

   公布の日 

 

議第67号 多治見市債権管理条例の一部を改正するについて 

 １ 改正趣旨及び内容 

   地方自治法の一部改正（令和３年法律第７号）に伴い、標記条例が引用する「歳入」の

用語を「分担金等」に改める（第５条関係）。 

 ２ 施行日 

   令和４年１月４日 

 

議第68号 多治見市固定資産評価審査委員会条例の一部を改正するについて 

 １ 改正趣旨及び内容 

   固定資産評価審査委員会の審査手続において、提出書面における押印等を不要とするた

め、所要の改正を行う（第４条及び第８条関係）。 

 ２ 施行日 

   公布の日 

 

議第69号 多治見市行政財産の目的外使用に関する使用料徴収条例の一部を改正するについて 

 １ 改正趣旨 

   都市公園以外の公園、広場等における目的外使用に係る使用料について、多治見市都市

公園条例の規定にならうこととするため、所要の改正を行う。 

 ２ 改正内容 
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行政財産の目的外使用に係る使用料について、次の項目を新設する（別表第１関係）。 

行政財産の種類 使用区分 金額 

公園、広場その

他これらに類す

るもの 

(１) 物品の販売その他これに類

する行為 

多治見市都市公園条例別表第

２第３号の規定を準用する。 

(２) 業として行う写真の撮影 

(３) 業として行う映画の撮影 

(４) 展示会、集会その他これら

に類する催し 

 ３ 施行日 

   令和４年４月１日 

 

議第70号 多治見市廃棄物の処理及び清掃に関する条例の一部を改正するについて 

 １ 改正趣旨 

   スプリングマットレスに係るごみ処理手数料について、適正な料金設定とするため、所

要の改正を行う。 

 ２ 改正内容 

一般廃棄物処理手数料に次の項目を新設する（別表第１関係）。 

種別 取扱区分 手数料 

ご み 処

理 手 数

料 

一般家庭 指定地持込み スプリングマットレス

１枚につき 

2,000 円 

 ３ 施行日 

   令和４年４月１日 

 

議第71号 多治見市陶磁器意匠研究所使用料及び手数料徴収条例の一部を改正するについて 

 １ 改正趣旨 

   陶磁器意匠研究所の研究生数の回復に向け、類似他機関との競争力をつけるため、研究

生実習料等の金額を改定する。 

 ２ 主な改正内容 

 研究生実習料、入所料及び入所考査料の金額を次のように改める（別表関係）。 

改正前 改正後 

種別 単位 金額 種別 単位 金額 

研究生実習料 年額 314,000

円 

研究生実習料 年額 220,000円 

入所料 市内在

住者 

１回 62,500円 入所料 １回 62,500円 

その他

の者 

１回 125,000

円 

入所考査料 １人 16,000円 入所考査料 １回 5,500円 
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 ３ 施行日 

   研究生実習料・入所料 令和４年４月１日（令和４年度研究生から適用） 

入所考査料 公布の日（令和４年度研究生として志願した者から適用） 

 

【政策の背景及び提案までの経緯（議会基本条例第13条第１号関係）】 

１ 少子化の進行、雇用状況の改善、競合類似他機関の開校などが要因と考えられるが、

近年研究生数が減少傾向にある。 

２ その対策として、積極的な募集活動や実習内容の強化などを実施してきているものの、

このままでは、研究生数の回復は困難な状況と判断。 

３ 研究所事業の中で市民に最も理解されやすい人財育成事業が縮小することは、その他

の事業の推進にも影響を与える懸念がある。 

４ そこで、研究生数の回復に向けて、授業内容の魅力向上を図ることなどとともに、研

究生実習料等の金額を見直し、類似他機関と比べ競争力のある金額に改定することとし

た。 

【市民参加状況報告（市民参加条例第７条第３項、議会基本条例第13条第４号関係）】 

パブリック・コメント手続 

[案 件] 陶磁器意匠研究所研究生実習料等の見直しについて～才能ある若者の研修

機会拡大に向けて～ 

     （多治見市陶磁器意匠研究所使用料及び手数料徴収条例、多治見市陶磁器意

匠研究所使用料及び手数料徴収条例施行規則の一部改正） 

[実施期間] 令和３年７月９日から同年８月８日まで。 

[寄せられた意見と市の回答] 提出された意見なし。 

 

議第72号 多治見市都市公園条例の一部を改正するについて 

 １ 改正趣旨 

   都市公園の電柱等の占用料の金額について、全て多治見市道路占用料徴収条例の規定を

準用するものとする。 

 ２ 主な改正内容 

都市公園の電柱等の占用料の一部の項目について、次のとおり金額の規定を改める（別

表第２関係）。 

 改正前 改正後 

区分 単位 
金額

（円） 

金額 

変圧塔 １基（１年） 1,100 多治見市道路占用料徴収条例第２条及び

別表の規定を準用する。 

（別表） 

変圧塔 １個１年 1,430円 

工事用施設及び工事用材料 

  占用面積１平方メートル１月 260円 

工事用施設又は

工事用材料置場 

使用する土地

１平方メート

ル（１月） 

100 

 ３ 施行日 
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   令和４年４月１日 

 

議第73号 多治見市都市公園条例及び多治見市体育館の設置及び管理に関する条例の一部を改

正するについて 

 １ 改正趣旨 

   トップアスリートとの交流機会を創出するため、多治見市星ケ台競技場トラック・フィ

ールド、多治見市営球場及び多治見市総合体育館第１競技場の利用料金のプロとアマチュ

アの料金区分を廃止する。 

 ２ 主な改正内容 

(１) 多治見市都市公園条例の一部改正（第１条） 

   ア 多治見市星ケ台競技場のトラック・フィールドの利用料金区分を次のように改める

（別表第２関係）。 

改正前 改正後 

利用区分 

専用利用料金（午

前９時から始まる

１時間ごとの区分

につき） 

利用区分 

専用利用料金（午前

９時から始まる１時

間ごとの区分につ

き） 

入場料等を徴収しな

い場合 

4,400円 入場料等を徴収しな

い場合 

4,400円 

入場料等

を徴収す

る場合 

アマチュア

スポーツに

利用 

13,200円 入場料等を徴収する

場合 

13,200円 

その他 22,000円 

イ 多治見市営球場の利用料金区分を次のように改める（別表第２関係）。 

改正前 改正後 

利用区分 

専用利用料金（午

前６時から始まる

１時間ごとの区分

につき） 

利用区分 

専用利用料金（午６

時から始まる１時間

ごとの区分につき） 

入場料等を徴収しない

場合 

1,320 円 入場料等を徴収しな

い場合 

1,320 円 

入 場 料 等

を 徴 収 す

る場合 

アマチュア

スポーツに

利用 

3,960 円 入場料等を徴収する

場合 

3,960円 

アマチュア

スポーツ以

外に利用 

13,200円 

(２) 多治見市体育館の設置及び管理に関する条例の一部改正（第２条） 

    多治見市総合体育館第１競技場の利用料金区分を次のように改める（別表第１関係）。 
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改正前 改正後 

時間区分 午前９

時から

午後１

時まで

の午前

９時か

ら始ま

る１時

間ごと

の区分 

午後１

時から

午後５

時まで

の午後

１時か

ら始ま

る１時

間ごと

の区分 

午後５

時から

午後６

時まで

の区分

及び午

後６時

から午

後７時

までの

区分 

午後７

時から

午後８

時まで

の区分

及び午

後８時

から午

後９時

30分ま

での区

分 

時間区分 午前９

時から

午後１

時まで

の午前

９時か

ら始ま

る１時

間ごと

の区分 

午後１

時から

午後５

時まで

の午後

１時か

ら始ま

る１時

間ごと

の区分 

午後５

時から

午後６

時まで

の区分

及び午

後６時

から午

後７時

までの

区分 

午後７

時から

午後８

時まで

の区分

及び午

後８時

から午

後９時

30分ま

での区

分 利用区分 利用区分 

入

場

料

等

を

徴

収

し

な

い

場

合 

ス

ポ

ー

ツ

に

利

用 

一般 990円 1,650

円 

2,200

円 

2,860

円 

入

場

料

等

を

徴

収

し

な

い

場

合 

ス

ポ

ー

ツ

に

利

用 

一般 990円 1,650

円 

2,200

円 

2,860

円 

高校

生以

下 

550円 880円 1,100

円 

1,430

円 

高校

生以

下 

550円 880円 1,100

円 

1,430

円 

スポーツ

以外に利

用 

2,970

円 

4,950

円 

6,600

円 

8,580

円 

スポーツ

以外に利

用 

2,970

円 

4,950

円 

6,600

円 

8,580

円 

入

場

料

等

を

徴

収

す

る

場

合 

アマチュ

アスポー

ツに利用 

2,970

円 

4,950

円 

6,600

円 

8,580

円 

入場料等を

徴収する場

合 

2,970

円 

4,950

円 

6,600

円 

8,580

円 

アマチュ

アスポー

ツ以外に

利用 

9,900

円 

16,500

円 

22,000

円 

28,600

円 

 ３ 施行日 

   令和４年４月１日 
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議第74号 多治見市道路占用料徴収条例の一部を改正するについて 

 １ 改正趣旨 

   道路の占用料について、主に事業者が負担するものについて適正な価格とするため、所

要の改正を行う。 

 ２ 改正内容 

(１) 道路の占用料の金額を次のとおり改める（別表関係）。 

占用物件 単位 占用料（円） 

改正前 改正後 

法第32条

第１項第

１号に掲

げる工作

物 

第１種電柱 １本につき１年 630 820 

第２種電柱 970 1,260 

第３種電柱 1,300 1,690 

第１種電話柱 560 730 

第２種電話柱 900 1,170 

第３種電話柱 1,200 1,560 

その他の柱類 56 73 

共架電線その他上空に設ける線

類 

長さ１メートルにつき

１年 

６ ８ 

地下に設ける電線その他の線類 ３ ４ 

路上に設ける変圧器 １個につき１年 550 720 

地下に設ける変圧器 占用面積１平方メート

ルにつき１年 

340 440 

変圧塔その他これに類するもの

及び公衆電話所 

１個につき１年 1,100 1,430 

郵便差出箱及び信書便差出箱 470 610 

広告塔 表示面積１平方メート

ルにつき１年 

2,000 2,600 

その他のもの 占用面積１平方メート

ルにつき１年 

1,100 1,430 

法第32条

第１項第

２号に掲

げる物件 

外径が0.07メートル未満のもの 長さ１メートルにつき

１年 

24 31 

外径が0.07メートル以上0.1メー

トル未満のもの 

34 44 

外径が0.1メートル以上0.15メー

トル未満のもの 

51 66 

外径が0.15メートル以上0.2メー

トル未満のもの 

67 87 

外径が0.2メートル以上0.3メー

トル未満のもの 

100 130 

外径が0.3メートル以上0.4メー

トル未満のもの 

130 170 
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外径が0.4メートル以上0.7メー

トル未満のもの 

240 310 

外径が0.7メートル以上１メート

ル未満のもの 

340 440 

外径が１メートル以上のもの 670 870 

法第32条第１項第３号及び第４号に掲げる

施設 

占用面積１平方メート

ルにつき１年 

1,100 1,430 

令第７条第４号に掲げる工事用施設及び同

条第５号に掲げる工事用材料 

占用面積１平方メート

ルにつき１月 

200 260 

令第７条第６号に掲げる仮設建築物及び同

条第７号に掲げる施設 

110 140 

(２) その他規定の整備を行う（第１条、第２条及び第４条関係）。 

 ３ 施行日 

   令和４年４月１日 

 

議第75号 多治見市立幼稚園の設置及び管理に関する条例の一部を改正するについて 

 １ 改正趣旨及び内容 

   旧多治見市立精華小学校附属愛児幼稚園園舎の使用廃止に伴い、目的外使用料区分から

和室を削るほか所要の改正を行う（別表関係）。 

 ２ 施行日 

   公布の日 

 

議第76号 多治見市公民館の設置及び管理に関する条例の一部を改正するについて 

 １ 改正趣旨 

   公民館の料理実習室に係る使用料等の金額設定の見直しに伴い、所要の改正を行う。 

 ２ 改正内容 

公民館の料理実習室の使用料及び多治見市笠原中央公民館の３階料理教室の利用料金を

次のとおり改める（別表第１及び別表第２関係）。 

施設名 
使用料又は利用料金 

改正前 改正後 

公民館料理実習室 450 円 350円 

（調理設備を使用する場合は100円を加算） 

多治見市笠原中央公民館 

３階料理教室 

760 円 660円 

（調理設備を使用する場合は100円を加算） 

 ３ 施行日 

   令和４年４月１日 

 

議第77号 令和３年度多治見市一般会計補正予算（第５号） 

議第78号 令和３年度多治見市国民健康保険事業特別会計補正予算(第２号) 

議第79号 令和３年度多治見市介護保険事業特別会計補正予算(第１号) 
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議第80号 令和３年度多治見市後期高齢者医療特別会計補正予算(第１号) 

議第81号 令和３年度多治見市下水道事業会計補正予算（第１号） 
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,7

2
7

△
 2

,7
2
7

2
1

民
　

生
　

費
過

年
度

返
還

金
（
児

童
虐

待
防

止
対

策
支

援
事

業
）

令
和

２
年

度
決

算
に

よ
る

国
庫

補
助

金
の

返
還

に
伴

う
償

還
金

の
追

加
1
1

1
1

2
2

民
　

生
　

費
過

年
度

返
還

金
（
児

童
入

所
施

設
措

置
費

等
負

担
金

）
令

和
２
年

度
決

算
に

よ
る

国
庫

負
担

金
及

び
県

負
担

金
の

返
還

に
伴

う
償

還
金

の
追

加
6
7
2

6
7
2

2
3

民
　

生
　

費
過

年
度

返
還

金
（
児

童
手

当
給

付
費

）
令

和
２
年

度
決

算
に

よ
る

国
庫

負
担

金
の

返
還

に
伴

う
償

還
金

の
追

加
1
6
1

1
6
1

2
4

民
　

生
　

費
過

年
度

返
還

金
（
児

童
扶

養
手

当
給

付
費

）
令

和
２
年

度
決

算
に

よ
る

国
庫

負
担

金
の

返
還

に
伴

う
償

還
金

の
追

加
6
5
5

6
5
5

2
5

民
　

生
　

費
過

年
度

返
還

金
（
子

ど
も

・
子

育
て

交
付

金
）

令
和

２
年

度
決

算
に

よ
る

国
庫

補
助

金
及

び
県

補
助

金
の

返
還

に
伴

う
償

還
金

の
追

加
1
9
,2

6
3

1
9
,2

6
3

2
6

民
　

生
　

費
過

年
度

返
還

金
（
子

育
て

の
た

め
の

施
設

等
利

用
給

付
費

）
令

和
２
年

度
決

算
に

よ
る

国
庫

負
担

金
及

び
県

負
担

金
の

返
還

に
伴

う
償

還
金

の
追

加
1
6
,4

7
9

1
6
,4

7
9

番 号
款

事
  

業
  

名
事

　
　

　
業

　
　

　
内

　
　

　
容

補
正

額

財
　

　
　

源
　

　
　

内
　

　
　

訳
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国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

2
7

民
　

生
　

費
過

年
度

返
還

金
（
子

育
て

世
帯

へ
の

臨
時

特
別

給
付

金
）

令
和

２
年

度
決

算
に

よ
る

国
庫

補
助

金
の

返
還

に
伴

う
償

還
金

の
追

加
※

　
事

務
費

分
の

み
7
,1

1
2

7
,1

1
2

2
8

民
　

生
　

費
過

年
度

返
還

金
（
ひ

と
り

親
世

帯
臨

時
特

別
給

付
金

）
令

和
２
年

度
決

算
に

よ
る

国
庫

補
助

金
の

返
還

に
伴

う
償

還
金

の
追

加
※

　
事

業
費

1
5
,6

8
0
千

円
及

び
事

務
費

分
2
,9

2
6
千

円
1
8
,6

0
6

1
8
,6

0
6

2
9

民
　

生
　

費
過

年
度

返
還

金
（
保

育
）

令
和

２
年

度
決

算
に

よ
る

国
庫

補
助

金
及

び
県

補
助

金
の

返
還

に
伴

う
償

還
金

の
追

加
5
,0

0
6

5
,0

0
6

3
0

民
　

生
　

費
過

年
度

返
還

金
（
母

子
）

令
和

２
年

度
決

算
に

よ
る

国
庫

補
助

金
の

返
還

に
伴

う
償

還
金

の
追

加
1
,7

0
8

1
,7

0
8

3
1

民
　

生
　

費
過

年
度

返
還

金
（
生

活
保

護
扶

助
費

）
令

和
２
年

度
決

算
に

よ
る

国
庫

負
担

金
の

返
還

に
伴

う
償

還
金

の
追

加
3
0
,1

9
5

3
0
,1

9
5

3
2

衛
　

生
　

費
過

年
度

返
還

金
（
未

熟
児

養
育

医
療

給
付

費
）

令
和

２
年

度
決

算
に

よ
る

国
庫

負
担

金
及

び
県

負
担

金
の

返
還

に
伴

う
償

還
金

の
追

加
5
4
8

5
4
8

3
3

衛
　

生
　

費
過

年
度

返
還

金
（
母

子
保

健
事

業
推

進
費

）
令

和
２
年

度
決

算
に

よ
る

国
庫

補
助

金
の

返
還

に
伴

う
償

還
金

の
追

加
2
1
7

2
1
7

3
4

衛
　

生
　

費
過

年
度

返
還

金
（
予

防
接

種
費

）
令

和
２
年

度
決

算
に

よ
る

国
庫

補
助

金
の

返
還

に
伴

う
償

還
金

の
追

加
※

　
風

し
ん

抗
体

検
査

分
8
6
3

8
6
3

3
5

衛
　

生
　

費
新

型
コ

ロ
ナ

ワ
ク

チ
ン

接
種

事
業

費
ワ

ク
チ

ン
接

種
の

促
進

、
体

制
強

化
に

伴
う
委

託
料

等
の

増
額

8
0
,4

4
1

8
0
,4

4
1

番 号
款

事
  

業
  

名
事

　
　

　
業

　
　

　
内

　
　

　
容

補
正

額

財
　

　
　

源
　

　
　

内
　

　
　

訳
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国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

3
6

衛
　

生
　

費
三

の
倉

セ
ン

タ
ー

大
規

模
整

備
費

焼
却

施
設

長
寿

命
化

改
良

工
事

の
事

業
内

容
見

直
し

に
伴

う
工

事
請

負
費

の
減

額
※

　
令

和
６
年

度
ま

で
の

事
業

を
５
年

度
ま

で
に

短
縮

し
全

体
事

業
費

削
減

（
継

続
費

の
変

更
）

※
　

下
水

道
事

業
会

計
分

も
含

め
た

総
額

 2
4
.9

億
円

→
2
2
.8

億
円

※
　

地
方

債
事

業
区

分
の

変
更

（
充

当
率

7
5
％

→
9
0
％

　
交

付
税

措
置

5
0
％

）
※

　
そ

の
他

：
一

般
廃

棄
物

処
理

施
設

等
整

備
基

金
繰

入
金

△
 1

2
,1

9
9

7
,2

0
0

△
 1

9
,3

9
9

3
7

農
林

水
産

業
費

農
業

振
興

事
務

費
農

業
振

興
地

域
整

備
計

画
の

見
直

し
に

係
る

農
業

振
興

推
進

協
議

会
の

開
催

数
増

加
に

伴
う
報

酬
の

増
額

1
0
4

1
0
4

3
8

農
林

水
産

業
費

中
山

間
地

域
等

直
接

支
払

事
業

費

北
小

木
地

区
に

お
け

る
測

量
結

果
に

よ
る

急
傾

斜
地

分
の

水
田

管
理

に
係

る
交

付
金

の
増

額
※

　
財

源
：
県

補
助

金
 補

助
率

2
/
3

6
8

4
5

2
3

3
9

農
林

水
産

業
費

た
め

池
等

整
備

事
業

費
緊

急
浚

渫
推

進
事

業
債

を
活

用
し

た
た

め
池

（
秋

葉
平

の
池

・
東

栄
町

）
の

修
繕

に
伴

う
工

事
請

負
費

の
増

額
※

　
充

当
率

1
0
0
％

、
交

付
税

措
置

7
0
％

1
0
,0

0
0

1
0
,0

0
0

4
0

農
林

水
産

業
費

有
害

鳥
獣

捕
獲

事
業

費
岐

阜
県

の
依

頼
に

よ
る

イ
ノ

シ
シ

の
豚

熱
感

染
状

況
把

握
に

係
る

採
血

検
査

に
伴

う
報

償
費

の
増

額
※

　
財

源
：
県

補
助

金
 補

助
率

1
0
/
1
0
  

 6
,0

0
0
円

／
検

体
4
2
0

4
2
0

4
1

商
　

工
　

費
地

場
産

業
貿

易
振

興
対

策
費

中
国

四
川

省
邛

崍
市

の
邛

窯
遺

跡
博

物
館

に
お

け
る

美
濃

焼
展

示
場

（
常

設
）
に

係
る

設
計

等
費

用
助

成
に

伴
う
多

治
見

陶
磁

器
卸

商
業

協
同

組
合

へ
の

補
助

金
の

増
額

※
　

補
助

率
1
/
2

2
,5

0
0

2
,5

0
0

4
2

商
　

工
　

費
文

化
工

房
運

営
事

業
関

係
費

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
感

染
症

の
影

響
に

係
る

指
定

管
理

者
の

経
営

支
援

に
伴

う
補

助
金

の
増

額
4
0
3

4
0
3

款
事

  
業

  
名

事
　

　
　

業
　

　
　

内
　

　
　

容
補

正
額

財
　

　
　

源
　

　
　

内
　

　
　

訳
番 号
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国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

4
3

商
　

工
　

費
緊

急
経

済
対

策
関

係
費

①
　

岐
阜

県
の

休
業

要
請

に
係

る
感

染
症

防
止

協
力

金
（
第

５
弾

延
長

分
・
６
月

１
日

か
ら

６
月

2
0
日

ま
で

）
に

伴
う
市

町
村

負
担

金
（
５
％

負
担

）
の

増
額

　
　

　
1
9
,9

3
8
千

円

②
　

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
感

染
症

の
影

響
に

係
る

駐
車

場
指

定
管

理
者

支
援

等
に

伴
う
補

助
金

の
増

額
　

　
1
2
,9

7
8
千

円

③
　

消
費

喚
起

を
目

的
と

し
た

洒
落

テ
G

O
（
し

ゃ
れ

て
G

O
）
実

施
に

伴
う

委
託

料
等

の
増

額
　

　
2
3
,5

7
3
千

円

5
6
,4

8
9

5
6
,4

8
9

4
4

商
　

工
　

費
美

濃
焼

ミ
ュ

ー
ジ

ア
ム

管
理

運
営

事
業

費
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

症
の

影
響

に
係

る
指

定
管

理
者

の
経

営
支

援
に

伴
う
補

助
金

の
増

額
3
5
7

3
5
7

4
5

商
　

工
　

費
観

光
宣

伝
事

業
費

邛
窯

遺
跡

博
物

館
展

示
場

開
設

を
機

と
し

た
中

国
語

版
多

治
見

市
観

光
パ

ン
フ

レ
ッ

ト
作

成
に

伴
う
委

託
料

の
増

額
※

　
1
5
,0

0
0
部

作
成

予
定

1
,8

5
0

1
,8

5
0

4
6

商
　

工
　

費
モ

ザ
イ

ク
タ

イ
ル

ミ
ュ

ー
ジ

ア
ム

管
理

運
営

費
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

症
の

影
響

に
係

る
指

定
管

理
者

の
経

営
支

援
に

伴
う
補

助
金

の
増

額
1
5
,0

0
0

1
5
,0

0
0

4
7

商
　

工
　

費
ロ

ケ
ツ

ー
リ
ズ

ム
推

進
事

業
費

「
や

く
な

ら
マ

グ
カ

ッ
プ

も
」
の

第
２
期

（
令

和
３
年

1
0
月

～
）
放

送
に

向
け

て
の

ア
ニ

メ
と

の
コ

ラ
ボ

企
画

等
及

び
V

tu
b
er

を
活

用
し

た
観

光
資

源
Ｐ

Ｒ
動

画
制

作
等

に
伴

う
委

託
料

等
の

増
額

※
　

財
源

：
国

庫
補

助
金

（
地

方
創

生
交

付
金

）
　

　
当

初
予

算
（
歳

出
）

1
3
,0

0
0
千

円
×

1
/
2
＝

補
正

後
（
国

庫
補

助
金

）
6
,5

0
0
千

円

5
,0

0
0

5
,0

0
0

4
8

商
　

工
　

費
産

業
文

化
セ

ン
タ

ー
管

理
費

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
感

染
症

の
影

響
に

係
る

指
定

管
理

者
の

経
営

支
援

に
伴

う
補

助
金

の
増

額
2
,0

3
1

2
,0

3
1

4
9

商
　

工
　

費
産

業
文

化
セ

ン
タ

ー
施

設
整

備
費

イ
ベ

ン
ト
プ

ラ
ザ

吹
抜

け
の

照
明

L
E
D

化
に

伴
う
工

事
請

負
費

の
追

加
3
,8

5
0

3
,8

5
0

款
事

  
業

  
名

事
　

　
　

業
　

　
　

内
　

　
　

容
補

正
額

財
　

　
　

源
　

　
　

内
　

　
　

訳
番 号
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国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

5
0

土
　

木
　

費
道

路
橋

り
ょ

う
維

持
費

橋
り

ょ
う
長

寿
命

化
計

画
策

定
に

係
る

予
算

科
目

変
更

に
伴

う
委

託
料

等
の

減
額

※
　

N
o
5
1
に

予
算

付
替

え
△

 1
3
,7

0
0

△
 1

3
,7

0
0

5
1

土
　

木
　

費
橋

り
ょ

う
長

寿
命

化
事

業
費

橋
り

ょ
う
長

寿
命

化
計

画
に

基
づ

く
橋

り
ょ

う
修

繕
工

事
に

伴
う
工

事
請

負
費

等
の

増
額

※
　

国
庫

補
助

率
5
5
％

2
0
,9

5
0

1
1
,5

2
2

8
,4

0
0

1
,0

2
8

5
2

土
　

木
　

費
道

路
改

良
事

業
費

（
単

独
）

①
　

小
中

一
貫

教
育

校
建

設
事

業
に

向
け

た
笠

原
小

学
校

進
入

路
改

良
事

業
に

係
る

測
量

設
計

業
務

に
伴

う
委

託
料

の
増

額
　

　
1
0
,2

2
0
千

円

②
　

主
要

生
活

道
路

の
舗

装
、

側
溝

改
良

等
に

伴
う
工

事
請

負
費

の
増

額
　

　
3
1
,6

9
0
千

円

4
1
,9

1
0

4
1
,9

1
0

5
3

土
　

木
　

費
河

川
維

持
費

河
川

の
土

砂
浚

渫
、

水
路

管
移

設
及

び
護

岸
整

備
に

伴
う
工

事
請

負
費

の
増

額
※

　
大

原
川

（
松

坂
町

）
、

梅
平

川
（
笠

原
町

）
の

土
砂

浚
渫

2
6
,2

0
0

5
,0

0
0

2
1
,2

0
0

5
4

土
　

木
　

費
河

川
改

良
事

業
費

か
わ

ま
ち

づ
く
り

計
画

策
定

に
係

る
社

会
実

験
開

催
支

援
に

伴
う
委

託
料

の
増

額
※

　
イ

ベ
ン

ト
３
回

開
催

予
定

2
,0

0
0

2
,0

0
0

5
5

土
　

木
　

費
市

街
地

整
備

総
務

事
務

費
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

症
の

影
響

に
係

る
多

治
見

駅
周

辺
の

に
ぎ

わ
い

創
出

事
業

の
継

続
を

目
的

と
し

た
事

業
者

支
援

に
伴

う
補

助
金

の
追

加
※

　
年

間
貸

付
料

9
6
0
千

円
×

2
/
3
相

当
を

支
援

6
4
0

6
4
0

5
6

教
　

育
　

費
奨

学
基

金
積

立
金

寄
附

金
を

活
用

し
た

高
校

生
及

び
大

学
生

向
け

奨
学

資
金

に
係

る
奨

学
生

増
員

に
伴

う
積

立
金

の
増

額

※
　

寄
附

金
を

財
源

に
令

和
４
年

度
か

ら
1
0
年

度
ま

で
は

高
校

生
２
人

、
大

学
生

２
人

の
増

員
※

　
高

校
生

：
６
万

円
×

３
年

間
、

大
学

生
：
3
0
万

円
×

４
年

間
（
た

だ
し

、
大

学
生

は
単

年
度

ご
と

の
給

付
決

定
）

※
　

大
学

生
向

け
（
新

１
年

生
向

け
）
は

、
債

務
負

担
行

為
の

変
更

あ
り

（
１

人
分

の
給

付
枠

拡
充

、
２
人

分
の

財
源

更
正

）

2
0
,0

0
0

2
0
,0

0
0

款
事

  
業

  
名

事
　

　
　

業
　

　
　

内
　

　
　

容
補

正
額

財
　

　
　

源
　

　
　

内
　

　
　

訳
番 号
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国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

5
7

教
　

育
　

費
学

校
ＩＣ

Ｔ
活

用
推

進
事

業
費

児
童

生
徒

用
タ

ブ
レ

ッ
ト
端

末
に

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
を

経
由

し
て

著
作

物
を

資
料

配
布

す
る

こ
と

に
係

る
授

業
目

的
公

衆
送

信
補

償
金

支
払

い
に

伴
う

使
用

料
の

増
額

※
　

文
化

庁
が

指
定

し
た

一
般

社
団

法
人

授
業

目
的

公
衆

送
信

補
償

金
等

管
理

協
会

（
略

称
：
サ

ー
ト
ラ

ス
）
に

支
出

5
9
9

5
9
9

5
8

教
　

育
　

費
小

学
校

施
設

改
良

事
業

費
減

収
補

て
ん

債
の

借
入

取
り

止
め

に
伴

う
財

源
更

正
△

 2
1
,0

0
0

2
1
,0

0
0

5
9

教
　

育
　

費
中

学
校

施
設

改
良

事
業

費
減

収
補

て
ん

債
の

借
入

取
り

止
め

に
伴

う
財

源
更

正
△

 7
9
,0

0
0

7
9
,0

0
0

6
0

教
　

育
　

費
中

学
校

耐
震

補
強

事
業

費

北
陵

中
学

校
外

壁
改

修
工

事
に

係
る

地
方

債
事

業
区

分
の

変
更

に
伴

う
財

源
更

正
※

　
防

災
・
減

災
・
国

土
強

靭
化

緊
急

対
策

事
業

債
（
充

当
率

1
0
0
％

、
交

付
税

措
置

5
0
％

）

6
,3

0
0

△
 6

,3
0
0

6
1

教
　

育
　

費
幼

稚
園

管
理

費
教

育
支

援
体

制
整

備
事

業
費

補
助

金
（
県

補
助

金
）
に

伴
う
財

源
更

正
※

　
5
0
万

円
×

５
（
市

立
幼

稚
園

）
×

補
助

率
1
/
2

1
,2

5
0

△
 1

,2
5
0

6
2

教
　

育
　

費
過

年
度

返
還

金
（
子

育
て

の
た

め
の

施
設

等
利

用
給

付
費

）

令
和

２
年

度
決

算
に

よ
る

国
庫

負
担

金
及

び
県

負
担

金
の

返
還

に
伴

う
償

還
金

の
追

加
※

　
私

立
幼

稚
園

分
6
,8

6
6

6
,8

6
6

6
3

教
　

育
　

費
医

療
的

ケ
ア

児
通

園
準

備
費

精
華

愛
児

幼
稚

園
に

お
け

る
医

療
的

ケ
ア

児
受

入
れ

に
係

る
環

境
整

備
に

伴
う
工

事
請

負
費

等
の

追
加

※
　

教
室

前
デ

ッ
キ

拡
張

工
事

、
ベ

ッ
ド

な
ど

の
備

品
購

入
2
,6

4
9

2
,6

4
9

6
4

教
　

育
　

費
笠

原
中

央
公

民
館

管
理

費
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

症
の

影
響

に
係

る
指

定
管

理
者

の
経

営
支

援
に

伴
う
補

助
金

の
追

加
5
3
0

5
3
0

6
5

教
　

育
　

費
学

習
館

管
理

費
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

症
の

影
響

に
係

る
指

定
管

理
者

の
経

営
支

援
に

伴
う
補

助
金

の
追

加
3
,1

5
1

3
,1

5
1

番 号
款

事
  

業
  

名
事

　
　

　
業

　
　

　
内

　
　

　
容

補
正

額

財
　

　
　

源
　

　
　

内
　

　
　

訳
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国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

6
6

教
　

育
　

費
学

習
館

施
設

整
備

費
二

酸
化

炭
素

消
火

設
備

ボ
ン

ベ
取

替
に

伴
う
工

事
請

負
費

の
増

額
※

　
ボ

ン
ベ

2
1
本

を
交

換
9
,9

4
1

9
,9

4
1

6
7

教
　

育
　

費
図

書
購

入
費

寄
附

金
を

活
用

し
た

図
書

館
図

書
購

入
費

の
増

額
5
0
0

5
0
0

6
8

教
　

育
　

費
体

育
施

設
管

理
費

①
　

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
感

染
症

の
影

響
に

係
る

指
定

管
理

者
の

経
営

支
援

に
伴

う
補

助
金

の
追

加
　

　
　

　
3
,7

4
4
千

円
※

　
星

ケ
台

競
技

場
、

市
営

球
場

、
テ

ニ
ス

コ
ー

ト
な

ど

②
　

星
ケ

台
競

技
場

の
第

２
種

公
認

更
新

工
事

に
よ

る
利

用
停

止
（
６
月

７
日

か
ら

７
月

3
1
日

ま
で

）
に

伴
う
指

定
管

理
者

へ
の

補
償

金
の

追
加

2
9
3
千

円
※

　
利

用
停

止
期

間
が

１
カ

月
を

超
え

る
場

合
、

補
償

金
が

発
生

4
,0

3
7

4
,0

3
7

6
9

教
　

育
　

費
星

ケ
台

運
動

公
園

整
備

事
業

費
多

治
見

運
動

公
園

（
星

ケ
台

運
動

公
園

）
整

備
に

係
る

基
本

設
計

業
務

に
伴

う
委

託
料

の
追

加
7
,5

0
0

7
,5

0
0

7
0

教
　

育
　

費
体

育
館

管
理

費
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

症
の

影
響

に
係

る
指

定
管

理
者

の
経

営
支

援
に

伴
う
補

助
金

の
追

加
※

　
総

合
体

育
館

、
笠

原
体

育
館

4
,6

4
7

4
,6

4
7

7
1

教
　

育
　

費
体

育
館

施
設

整
備

費
総

合
体

育
館

の
受

水
槽

取
替

及
び

給
水

管
改

修
に

伴
う
工

事
請

負
費

の
増

額
※

　
緊

急
防

災
・
減

災
事

業
債

（
充

当
率

1
0
0
％

、
交

付
税

措
置

7
0
％

）
4
8
,6

2
0

4
8
,6

0
0

2
0

6
5
8
,4

8
1

2
4
3
,4

9
5

3
1
,0

0
0

2
9
,1

5
9

3
5
4
,8

2
7

番 号

合
　

　
　

　
　

計
　

（
補

正
額

総
額

）

款
事

  
業

  
名

事
　

　
　

業
　

　
　

内
　

　
　

容
補

正
額

財
　

　
　

源
　

　
　

内
　

　
　

訳
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 令
和

３
年

度
　

　
　

一
 般

 会
 計

 税
 等

 内
 訳

 一
 覧

 表
  

  
  

  
　

（ 
補

 正
 第

 ５
 号

 ）

金
額

１
市

税

２
地

方
譲

与
税

自
動

車
重

量
譲

与
税

地
方

揮
発

油
譲

与
税

３
利

子
割

交
付

金

４
配

当
割

交
付

金

５
株

式
等

譲
渡

所
得

割
交

付
金

６
法

人
事

業
税

交
付

金

７
地

方
消

費
税

交
付

金

８
ゴ

ル
フ

場
利

用
税

交
付

金

９
環

境
性

能
割

交
付

金

10
国

有
提

供
施

設
等

所
在

市
町

村
助

成
交

付
金

11
地

方
特

例
交

付
金

12
地

方
交

付
税

普
通

交
付

税

特
別

交
付

税

13
交

通
安

全
対

策
特

別
交

付
金

20
繰

入
金

財
政

調
整

基
金

繰
入

金
△

 2
06

,8
61

（
う

ち
可

処
分

）
(△

 3
00

,0
00

)

（
う

ち
災

害
留

保
分

）
(9

3,
13

9)

21
繰

越
金

86
1,

68
8

22
諸

収
入

市
預

金
利

子

23
市

債
臨

時
財

政
対

策
債

△
 3

00
,0

00

 
そ

の
他

一
般

財
源

35
4,

82
7

（
単

位
：
千

円
）

内
容

合
計
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（
継

　
続

　
費

）

国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

2
2
2
,7

2
7

1
8
,9

0
0

3
,8

2
7

3
6
5
9
,0

6
8

5
4
9
,6

0
0

1
0
9
,4

6
8

4
9
8
9
,6

6
4

6
0
,9

0
0

8
0
8
,7

0
0

1
2
0
,0

6
4

計
1
,6

7
1
,4

5
9

6
0
,9

0
0

1
,3

7
7
,2

0
0

2
3
3
,3

5
9

2
2
2
,7

2
7

1
8
,9

0
0

3
,8

2
7

3
6
6
9
,2

6
8

5
9
5
,1

0
0

7
4
,1

6
8

4
1
,0

6
4
,9

6
4

9
2
6
,8

0
0

1
0
,0

0
0

1
2
8
,1

6
4

計
1
,7

5
6
,9

5
9

1
,5

4
0
,8

0
0

1
0
,0

0
0

2
0
6
,1

5
9

3
1
2
1
,3

8
6

9
1
,0

0
0

3
0
,3

8
6

4
7
2
1
,3

8
8

5
4
1
,0

0
0

1
8
0
,3

8
8

5
4
0
7
,1

5
8

3
0
5
,3

0
0

1
0
1
,8

5
8

6
7
0
4
,0

4
9

5
2
8
,0

0
0

1
7
6
,0

4
9

計
1
,9

5
3
,9

8
1

1
,4

6
5
,3

0
0

4
8
8
,6

8
1

3
1
0
9
,1

8
7

9
8
,2

0
0

1
0
,9

8
7

4
7
8
6
,3

8
7

7
0
7
,7

0
0

7
8
,6

8
7

5
9
2
2
,9

4
0

8
3
0
,6

0
0

9
2
,3

4
0

計
1
,8

1
8
,5

1
4

1
,6

3
6
,5

0
0

1
8
2
,0

1
4

1

変
更

前

文
化

会
館

改
修

整
備

事
業

1
,6

7
1
,4

5
9

変
更

後
1
,7

5
6
,9

5
9

継
続

費
の

変
更

財
源

内
訳

1
,9

5
3
,9

8
1

変
更

後

年
度

年
割

額

1
,8

1
8
,5

1
4

番 号
事

業
名

令
  

和
  

３
  

年
  

度
　

　
　

一
　

般
　

会
　

計
　

予
　

算
　

（
　

補
　

正
　

第
　

５
　

号
　

）
　

の
　

主
　

要
　

内
　

容

（
 単

位
：
千

円
 ）

項
目

総
額

2

変
更

前

三
の

倉
セ

ン
タ

ー
大

規
模

整
備

事
業
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（
債

務
負

担
行

為
）

国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

債
務

負
担

行
為

の
追

加
1

令
和

４
年

度
か

ら
令

和
８
年

度
ま

で
1
,0

4
0

国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

補
正

前
1
,0

0
0

5
0
0

補
正

後
1
,6

0
0

2
0
0

1
,0

4
0

住
民

基
本

台
帳

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

機
器

借
上

（
マ

イ
ナ

ン
バ

ー
カ

ー
ド

交
付

用
窓

口
増

設
分

）

1
大

学
生

奨
学

資
金

給
付

（
令

和
４
年

度
分

）

1
,5

0
0

1
,8

0
0

令
和

４
年

度

事
　

　
　

　
　

　
　

　
項

期
　

　
　

　
　

　
　

　
間

限
　

　
度

　
　

額
項

目

財
源

内
訳

（
 単

位
：
千

円
 ）

財
源

内
訳

債
務

負
担

行
為

の
変

更

項
目

事
　

　
　

　
　

業
　

　
　

　
　

名
期

　
　

　
　

　
　

　
　

間

番 号

限
　

　
度

　
　

額
番 号
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 特
別

会
計

の
主

な
事

業
内

容

議
 第

 7
8 

号

国
県

支
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収
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＋
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【
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考
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議第82号 工事請負契約の締結について 

  １ 契約の目的  多治見市三の倉センター焼却施設第２期基幹改良長寿命化工事（後

期） 

  ２ 契約の方法  随意契約 

  ３ 契約金額   一金 2,113,100,000円 

  ４ 契約の相手方 東京都品川区大崎一丁目５番１号大崎センタービル 

日鉄エンジニアリング株式会社 

代表取締役社長 石倭 行人 

 【参考】 

事業概要：焼却施設等の延命化をするため、各設備の基幹改良工事をするもの。 

  工事概要：受入供給設備工事：１式   溶融炉設備工事：１式  

燃焼設備工事：１式     燃焼ガス冷却設備工事：１式 

排ガス処理設備工事：１式  余熱利用設備：１式 

通風設備工事：１式     溶融物処理設備工事：１式 

灰処理設備工事：１式    電気設備工事：１式       

計装設備工事：１式     建築設備工事：１式 

  履行期間：契約日～令和６年３月31日 

 

議第83号 物品供給契約の締結について 

  １ 契約の目的  ききょうバス中心市街地線バス車両購入 

  ２ 契約の方法  指名競争入札 

  ３ 契約金額   一金 21,441,764円 

  ４ 契約の相手方 多治見市池田町２丁目86番地 

協和自動車工業株式会社 

代表取締役 若尾 賢一 

 【参考】 

入札の執行状況： 

   ・応札者数 ３者（12者指名） 

   ・落札率（落札金額／予定価格） 95.80％ 

   ・入札日 令和３年８月４日 

  事業概要： 

   １ 日野自動車 ポンチョ（２ＤＧ－ＨＸ９ＪＬＣＥ） 

   ２ 数量 

     １台（ききょうバス中心市街地線宝町ルート車両） 

   ３ 履行期間 

     契約日～令和４年３月31日  仮契約日 令和３年８月５日 

 

議第84号 多治見市教育委員会委員の任命について 

大嶽 和好（おおたけ かずよし）委員が令和３年９月30日に任期満了となるため、同氏

を引き続き多治見市教育委員会委員に任命する。 
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【参考】 

委員数：４人 

職 務：教育委員会の構成員として、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和

31年法律第162号）第21条各号に掲げられた職務権限の適正な行使を担う。 

（多治見市教育委員の職務に関する要綱（平成22年教育委員会告示第31号）第２条） 
 

議第85号 多治見市固定資産評価審査委員会委員の選任について 

宮嶋 英治（みやじま えいじ）委員が令和３年10月28日に任期満了となるため、同氏を

引き続き、多治見市固定資産評価審査委員会委員に選任する。 

【参考】 

委員数：３人 

委員会の目的：固定資産課税台帳に登録された価格に関する不服を審査決定する。 

（地方税法（昭和25年法律第226号）第423条第１項） 
 

議第86号 多治見市公平委員会委員の選任について 

笠鳥 早苗（かさとり さなえ）委員が令和３年９月28日に任期満了となるため、同氏を

引き続き、多治見市公平委員会委員に選任する。 

【参考】 

委員数：３人 

所掌事務：(１) 職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する措置の要求を審査し、

判定し、及び必要な措置を執ること。 

(２) 職員に対する不利益な処分についての審査請求に対する裁決をするこ

と。 

(３) 前２号に掲げるものを除くほか、職員の苦情を処理すること。 

(４) 前３号に掲げるものを除くほか、法律に基づきその権限に属せしめら

れた事務 

（地方公務員法（昭和25年法律第261号）第８条第２項） 
 

諮第２号 人権擁護委員の推薦について 

堀場 敏光(ほりば としみつ)委員が令和３年12月31日に任期満了となるため、同氏を引

き続き、人権擁護委員として推薦することについて、議会の意見を求める。 

【参考】 

委員数：10人 

職 務：(１) 自由人権思想に関する啓もう及び宣伝をなすこと。 

(２) 民間における人権擁護運動の助長に努めること。 

(３) 人権侵犯事件につき、その救済のため、調査及び情報の収集をなし、法

務大臣への報告、関係機関への勧告等適切な処置を講ずること。 

(４) 貧困者に対し訴訟援助その他その人権擁護のため適切な救済方法を講ず

ること。 

(５) その他人権の擁護に努めること。 

（人権擁護委員法（昭和24年法律第139号）第11条） 


